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第３回定例会において本委員会に付託された案件は、第１００号議案

平成２９年度大分県病院事業会計決算の認定について、第１０１号議案

平成２９年度大分県電気事業会計利益の処分及び決算の認定について、

第１０２号議案平成２９年度大分県工業用水道事業会計利益の処分及び

決算の認定について、第１０３号議案平成２９年度大分県一般会計歳入

歳出決算の認定について及び第１０４号議案から第１１３号議案までの

平成２９年度各特別会計歳入歳出決算の認定についてである。

委員会は、１０月２日から１１月１日までの間に７回開催し、会計管

理者及び監査委員並びに部局長ほか関係者の出席、説明を求め、予算の

執行が適正かつ効果的に行われたか、また、その結果、どのような事業

効果がもたらされたか等について慎重に審査した。

以下、決算の概要（利益の処分を含む）及び審査結果について報告す

る。

１ 決算（利益の処分を含む）の概要

（１）平成２９年度一般会計及び各特別会計歳入歳出決算の概要につ

いて

①一般会計

平成２９年度の一般会計の歳入決算額は６，１０６億６，２５８万７，

６６５円で、前年度に比べ９９億８，４３７万８，０５６円（１．６６

％）増加した。歳出決算額は５，８９７億８，５７２万４，５１２円で、

前年度に比べ５３億１，７６２万２，４８８円（０．９１％）増加した。

この結果、形式収支は２０８億７，６８６万３，１５３円の黒字、形

式収支から翌年度に繰り越すべき財源を差し引いた実質収支は３０億

５，９３８万４，２４３円の黒字、実質収支から前年度実質収支を差し

引いた単年度収支は３億７，７６０万１，４８２円の黒字となっている。

収入未済額は２２億７，９８９万４，９４３円で、個人県民税など県

税の収入未済が２億１，８７３万５，８５８円減少したこと等により、

前年度に比べ２億１，３９２万９，３８０円（８．５８％）減少してい

る。

不納欠損額は１億３，６４４万１，３７０円で、前年度に比べ、個人

県民税など県税の不納欠損額が１，９３４万１，９３９円減少したこと

等により、２，４５６万７，３４９円（１５．２６％）減少している。

②特別会計

１０の特別会計の歳入決算額の合計は１，４５６億１，２０９万３，

３０８円で、前年度に比べ２１１億１，５８６万９，５６５円（１６．
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９６％）増加し、歳出決算額は１，４４０億６，３１４万６，３７２円

で、前年度に比べ２０９億２，４４０万９，３６１円（１６．９９％）

増加している。

この結果、形式収支、実質収支はそれぞれ１５億４，８９４万６，９

３６円の黒字、単年度収支は１億９，２４６万２０４円の黒字となって

いる。

収入未済額は１１億１，０５５万１５３円で、中小企業設備導入資金

等が減少したことにより、前年度に比べ５，２８３万７，３９２円（４．

５４％）減少している。

不納欠損額は１万６，７７０円で、港湾施設整備事業が７９万５，４

９０円（９７．９４％）減少している。

（２）平成２９年度大分県病院事業会計決算の概要について

平成２９年度の大分県病院事業における収益的収支の決算額は、病院

事業収益が１６９億９，２７３万８，５１６円、病院事業費用は１６１

億２７８万８，８５２円、資本的収支の決算額は、資本的収入が１９億

１，７３１万５，７２０円、資本的支出は２６億９１４万６，３６６円

となった。

経営の状況は、経常利益８億３，３５８万１３８円（金額は消費税及

び地方消費税抜き。以下同じ。）で、前年度に比べ１億６，９５２万２

２１円（２５．５％）増加している。これに特別利益２，２３３万２，

６１５円と特別損失６８万９，１５４円を加減した当年度純利益は８億

５，５２２万３，５９９円となり、３年連続の黒字となった。また、こ

れに前年度繰越利益剰余金１２億９，８６６万７，２０９円を加算した

当年度未処分利益剰余金は２１億５，３８９万８０８円に増加した。

また、財政状態は、資産合計１９２億７，４０５万１，０７４円、負

債合計１５１億９，８５４万１６６円、資本金及び剰余金４０億７，５

５１万９０８円となっている。

なお、利益の処分は行わず、当年度末未処分利益剰余金２１億５，３

８９万８０８円は、全額繰越利益剰余金に計上する案となっている。

（３) 平成２９年度大分県電気事業会計及び大分県工業用水道事業会計

決算（利益の処分を含む）の概要について

①電気事業会計

平成２９年度の電気事業における収益的収支の決算額は、電気事業収
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益が２５億１，８３０万２，２２２円、電気事業費用は１９億１，５９

５万２，６８８円、資本的収支の決算額は、資本的収入が８，８１５万

５，３３７円、資本的支出は１３億８，１９８万５，３４３円となった。

経営の状況は、経常利益５億３，８６６万５，７４９円（金額は消費

税及び地方消費税抜き。以下同じ。）で、前年度に比べ１億４，２３３

万２，１６３円（３５．９％）増加している。また特別損益はないため

当年度純利益も５億３，８６６万５，７４９円となった。また、これに

その他未処分利益剰余金変動額７億４，２２３万５，４９７円を加算し

た（前年度繰越利益剰余金は０円）当年度未処分利益剰余金は１２億８，

０９０万１，２４６円となり、前年度に比べ４，２４６万１６９円（３．

４％）の増となった。

また、財政状態は、資産合計１９１億３，８６８万８，８２０円、負

債合計３３億７，２１８万１，８０２円、資本金及び剰余金１５７億６，

６５０万７，０１８円となっている。

なお、未処分利益剰余金１２億８，０９０万１，２４６円の処分案に

ついては、減債積立金への積立３億１，８４６万８，８３７円、利益積

立金への積立７，０１９万６，９１２円、地域振興積立金への積立１億

５，０００万円及び資本金への組入７億４，２２３万５，４９７円とな

っている。

②工業用水道事業会計

平成２９年度の工業用水道事業における収益的収支の決算額は、工業

用水事業収益が２３億８，６９７万３，４３７円、工業用水道事業費用

は１８億１，３２７万２，４５４円、資本的収支の決算額は、資本的収

入が６５７万１，６０２円、資本的支出は６億２，８２９万８，８７９

円となった。

経営の状況は、経常利益５億６，１９８万２，７１１円（金額は消費

税及び地方消費税抜き。以下同じ。）で、前年度に比べ８，９９５万５，

９３６円（１３．８％）減少している。また特別損益はないため当年度

純利益も５億６，１９８万２，７１１円となった。また、これにその他

未処分利益剰余金変動額３億７，０８８万４，７０１円を加算した（前

年度繰越利益剰余金は０円）当年度未処分利益剰余金は９億３，２８６

万７，４１２円となり、前年度に比べ３億８５万４，４２８円（２４．

４％）の減となった。

また、財政状態は、資産合計２４４億３，９６４万５，７４０円、負
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債合計７０億３，９５５万８，１５１円、資本金及び剰余金１７４億８

万７，５８９円となっている。

なお、未処分利益剰余金９億３，２８６万７，４１２円の処分案につ

いては、減債積立金への積立３億６，２４０万１，４１６円、建設改良

積立金への積立９，９５８万１，２９５円、地域振興積立金への積立１

億円及び資本金への組入３億７，０８８万４，７０１円となっている。

２ 審査結果

平成２９年度の予算に計上された各般の事務事業は、成果が十分でな

いものや成果指標が適切でないものも見られるが、議決の趣旨に沿って

概ね適正な執行が行われており、総じて順調な成果を収めているものと

認められる。

審査の結果、第１００号議案平成２９年度大分県病院事業会計決算の

認定については、認定すべきもの、第１０１号議案平成２９年度大分県

電気事業会計利益の処分及び決算の認定について並びに第１０２号議案

平成２９年度大分県工業用水道事業会計利益の処分及び決算の認定につ

いては、それぞれ可決及び認定すべきもの、第１０３号議案から第１１

３号議案までの平成２９年度大分県一般会計及び各特別会計歳入歳出決

算の認定については、いずれも認定すべきものと決定した。

なお、本委員会として、今後、特に改善あるいは検討を求める事項に

ついて、次の項目にとりまとめたので、平成３１年度の予算案に反映さ

せるなど、適時適切な措置を講じられたい。

（１）財政運営の健全化について

平成２９年度普通会計決算では、財政健全化判断比率である将来負担

比率が１６２．０％と前年度に比べ２．７ポイント上昇し、悪化してい

る。また、度重なる豪雨災害の復旧・復興に取り組んだことから、平成

２９年度末の財政調整用基金残高は、「行財政改革アクションプラン」

の目標額を２２億２，５３５万４千円下回る３６７億７，４６４万６千

円となった。

一方、同プランに基づき歳出の削減及び歳入の確保に取り組んだ結果、

県債残高は１兆３００億２５４万１千円と前年度に比べ４６億７，７８

２万６千円（０．５％）減少し、さらに臨時財政対策債を除いた残高は、

前年度に比べ９２億７６０万７千円減少して６，３２９億２，５４０万

７千円となり、１６年連続の減少を果たした。また、財政構造の弾力性

を示す指標である経常収支比率は９３．９％と前年度に比べ０．４ポイ

ント低下し、実質公債費比率も１０．０％と前年度に比べ１．３ポイン

ト下降し、改善するなど着実に改善が進められている。

しかしながら、高齢化の進行に伴う社会保障関係経費の増加、県有施
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設の老朽化や大型イベントの連続開催などにより歳出の増大が見込まれ

る一方、国の「新経済・財政再生計画」では地方交付税に関し、まち・

ひと・しごと創生事業費について、地方創生の取組の実現具合に応じた

算定へのシフトを進めるなどの地方行財政改革を推進することとされて

おり、新長期総合計画「安心・活力・発展プラン２０１５」の確実な実

施に向け、更なる効率的・効果的な行財政運営が求められる。

また、昨年は九州北部豪雨、台風第１８号と、本県では大きな災害が

相次いで発生し、財政調整用基金の活用などにより復旧・復興に取り組

んだが、これらの災害の復旧・復興に着実に取り組みつつ、今後もこの

ような不測の事態に対応できるよう、財政調整用基金残高の確保などに

より、一層の行財政基盤の強化に努める必要がある。

そのため、今後の施策推進に当たっては、重要業績評価指標（ＫＰＩ）

が県民ニーズに即したものとなるよう十分見直すとともに、各財政指標

にも留意しながら、「行財政改革アクションプラン」に基づき、引き続

き、歳入の確保と歳出の削減に努めるなど、健全な財政運営に尽力され

たい。

（２）収入未済の解消について

収入未済の解消については、これまで各機関で早期対応や徴収技術の

向上に努めるなど取組の強化が図られている。平成２９年度一般会計及

び特別会計の収入未済額は、県税及び中小企業設備導入資金等が減少し

たことにより、３３億９，０４４万５，０９６円と前年度に比べ２億６，

６７６万６，７７２円減少し、８年続けて前年度を下回るなど一定の成

果が得られている。

しかしながら、前年度に比べて増加しているものもあり、また、個人

県民税を始めとする県税の滞納、貸付金償還金の未収など、収入未済額

全体としては、依然として多額にのぼっている。

厳しい財政状況の下、財源の確保及び負担の公平性の観点から、引き

続き収入未済額の縮減と新たな未収金の発生防止に努められたい。

（３）個別事項について

①職員の時間外勤務の現状と働き方改革について

平成２９年度の時間外勤務については、各部局とともにその状況

を把握し、要因の分析も行い、縮減に向けた取組も行われている。

ただ、業務内容により、特定の課あるいは班において、多くの時

間外勤務が行われている実態がある。

平成３０年８月から勤務時間管理システムが導入されたことか

ら、引き続き勤務実態や職場の実情を十分に把握し、人員配置の見

直し等を含め、時間外勤務の縮減に向けた取組を行うことで、職員
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がやりがいを持ち、心身ともに健康で働き続けることができる環境

づくりにより一層努められたい。

②地域公共交通路線の維持対策について

自家用車の普及や人口減少に伴い、利用者が減少した鉄道・バス

路線が廃止・減便され、更に利用者が減少する悪循環となっている。

県では、地域住民の要望を事業者に伝えるとともに、公共交通路線

を維持するため、地方バス路線維持対策事業や生活交通路線支援事

業に取り組んでいるが、両事業の活動指標や成果指標は、意見交換

の回数や車輌減価償却費に対する補助、補助対象路線数としており、

利便性向上を求める住民の視点と必ずしも一致していない。

住民が日常生活を送る上で求めている移動手段の確保・維持につ

ながる地域公共交通網形成計画及び地域公共交通再編実施計画を策

定するとともに、両事業の活動指標、成果指標の見直しを検討され

たい。また、交通事業者がダイヤ改正を行うための基礎資料となる、

通勤・通学者の見込み数や駅利用者数等の情報を、適切な時期に事

業者に提供できるような仕組みづくりを検討されたい。

③障がい者差別解消・権利擁護推進事業について

「障がいのある人もない人も心豊かに暮らせる大分県づくり条例」

の平成２８年４月施行にあわせて障がい者差別解消・権利擁護推進

センターが設置され、相談体制が整ったものの、相談窓口と関係機

関との連携不足などにより相談体制が十分機能していないという声

も聞かれる。

障がい者差別解消・権利擁護推進センターと関係機関の連携を

より深めて、平素から情報共有を確実に行うとともに、障がい者差

別解消支援地域協議会の意見等活用しながら、特に差別的取扱いや

合理的配慮がないといった重大案件には、県が主体的に関わりなが

ら、適切かつ迅速な解決が図られるよう努められたい。

④ＤＶのない社会づくり推進事業について

配偶者等からの暴力は、重大な人権侵害であり、外部からの発見

が困難な家庭内などで行われるため、潜在化しやすく、被害が深刻

化する特性がある。また、近年、デートＤＶと呼ばれる学生等の若

いカップルの間での暴力も問題となっている。

県では、学生や教職員を対象としたデートＤＶ防止セミナーを開

催し、予防啓発や相談機関の周知に取り組んでいるが、一方では、

自身が受けている暴力が不当なものであるという自覚がない被害者
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や相談機関を知らない被害者もまだまだ多い状況である。

県民一人ひとりがＤＶや性暴力に関する理解を深め、被害者が相

談窓口を利用できるよう、若年層段階からの研修の充実や講師の育

成など、広報・啓発に努められたい。

⑤女性の就業・活躍支援について

少子高齢化が進展し、企業の人手不足が課題となる中、女性を産

業人材として活用していくことが不可欠である。

県では、女性の希望する就業形態が、介護や子育て中など、女性

が置かれた状況に応じて様々であることを踏まえ、就業に向けた情

報提供や研修、在宅ワークの啓発、求職活動者等への託児サービス

の提供等に取り組んでいるが、企業における女性の希望に合った仕

事の切り出し、女性と企業のマッチングが十分にできていない状況

にある。

ついては、女性が働きやすい就業形態が提供されるよう、企業に

対する情報提供や啓発に取り組まれたい。

⑥ＩＴ人材の育成について

県内では、大分県版第４次産業革命”ＯＩＴＡ４．０”の実現に

向け、様々な業種でＩｏＴやＡＩなどの先進的なＩＴ技術の活用が

急速に進められているが、ＩＴ人材がまだ不足している。また、県

教育委員会では、平成３４年度に本格導入される学習指導要領への

対応に向け、県立学校の教育用ＩＣＴ機器の計画整備や教育人材の

育成に取り組んでいる。

ついては、急速に発展する情報化社会に対応するため、県内のＩ

Ｔ人材の育成を更に加速化し、また、ＩＴに触れる機会の少ない地

域の底上げに努めるとともに、教育におけるIＣＴ化に向けた環境

整備の促進、教育人材の育成及び適切な学習活動の充実に一層取り

組まれたい。

⑦おおいた豊後牛のブランド力強化と県産農林水産物の利用促進に

ついて

県では、ゲノム育種価による評価を活用して、産肉能力の高い種

雄牛を造成・選抜し、年内にはその凍結精液の供給を予定している

が、名牛糸福号以後は全国に通用するブランド力のある種雄牛がい

ないことから、県内の家畜市場の子牛平均価格は全国の低位にあり、

生産農家の士気が阻害されているところとなっている。

本県農業の産出額アップ、おおいた豊後牛のブランド力強化には、
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県だけでなく、農業団体や生産者が一体となった増頭対策の取組が

必要であり、その核となる県有種雄牛の改良促進のため、十分な予

算と執行体制の確保に努められたい。

また、来年のラグビーワールドカップ大分開催を好機と捉え、特

に県内のホテル・飲食店等に対し、新リーディングブランド「おお

いた和牛」を始めとする県産農林水産物の利用促進に、企画振興部

と連携して取り組まれたい。

⑧港湾施設等の適正な管理について

港湾施設では、大分県港湾施設管理条例第３条の規定による港湾

使用許可を受けていない船舶の係留があり、また河川や海岸におい

ても不法係留船舶が見受けられ、公共水域等における適正な対応が

求められている。

こうした背景から、県では係留保管の秩序を確立するため、大分

県プレジャーボート等の係留保管の適正化に関する条例を制定し、

来年４月の施行に向けて準備を進めている。

負担の公平性という観点から、管理者として不法係留船舶の実態

把握に努め、使用料の確実な徴収を進めることが重要である。

今後は、港湾施設等の適正な利用を確保するため、実態把握とと

もに、条例の施行にあわせて、国や市町村とも連携して船舶の所有

者等への意識啓発や許可申請の指導等に努められたい。

⑨河床掘削事業について

河床掘削は、短期間で流下能力の改善を図り、洪水等の災害の防

止・軽減につながる即効性の高い事業である。

県では、昨年７月の九州北部豪雨及び９月の台風第１８号を踏ま

えて事業規模を拡大し、時期も前倒しして取り組んでおり、河床掘

削を実施した地域の住民の多くが、その事業効果を実感している。

今後も一層の強化を図り、沿川住民の安全・安心の更なる確保に

努められたい。

⑩監査結果に対する措置状況のチェックの徹底及び公表のあり方並

びに不祥事の再発防止策について

今般、生活環境部所管のジオパーク関係委託事業に関して職員に

よる不祥事が発覚した。この事業に関しては、平成２６年度の包括

外部監査結果報告書において、不適正な事務処理について指摘がな

され、この監査結果に対する措置として対応済とされていた。こう

した中、今回このようなことが生じたことは大変遺憾である。
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二度とこうした事態が生じないような仕組みづくりが求められる

ところであり、監査結果に基づき講じた措置のチェックやその公表

のあり方について検討されるとともに、再発防止策として、人事異

動、人事評価及び研修制度について引き続き見直しに取り組まれた

い。


